東松山市内部事務システム更改に係る情報提供依頼書（RFI）
１．目的
　東松山市（以下、「市」という）の内部事務システムは導入からバージョンアップを重ねながらも、20年以上にわたって稼働しています。この間、システムの高度化や業務内容の多様化・複雑化が進み、システムを取り巻く環境も大きく変化してきました。また、急激な人口減少や担い手不足が深刻化する中においても、質の高い行政サービスを維持し、持続可能な行政運営体制を構築することが強く求められています。
このような状況に対応するため、本市では、操作性や機能性、法改正への柔軟な対応などを備えた新たな内部事務システムの導入を検討し、業務の効率化・生産性の向上・コスト削減を目指しています。
つきましては、内部事務システムの導入を検討するにあたり、現行システムとの機能を比較し整理するとともに、システムの構成や連携方法の特徴を把握することを目的として、次のとおり情報の提供を求めています。

対象とするシステムは、文書管理・財務会計・庶務事務・人事給与等の内部事務機能を保有し、できる限り一元的に電子決裁を可能とするなど、統合または連携したシステム構成をイメージしています。
情報提供に際しましては、以下のいずれかの形態に準じた情報の提供をお願いします。
・内部事務システムのうち、いずれかのシステムのみ提供可能な場合は、該当するシステムの情報に加え、他システムとの連携機能（特に電子決裁の連携）についてご提供ください。
・単一ベンダでパッケージとして全体のシステムを提供可能な場合は、まとめて一括でご提供ください。
・このほか、統合的な内部事務システムを編成するにあたって、これらに付随する周辺システムなどオプションをお持ちの場合も情報をご提供ください。

なお、情報をご提供いただいた方に対し、市が調達を約束するものではなく、特別な地位や優位性を保証するものでもありませんので、この点につきまして何卒ご理解ください。

　　＜データ連携イメージ＞
文書管理
財務会計
人事給与
庶務事務






　　　※これらのデータ連携を基本として、機能向上のため、他のデータ連携も検討している。




２．情報提供を求めるシステムの範囲 
新たに導入する内部事務システムの範囲は、以下の範囲とします。 
	システム名
	概要

	文書管理
	文書の収受、起案、供覧、決裁、施行（発送）、引継ぎ、廃棄、ファイル管理、検索など文書の管理運用全般。

	財務会計
	予算編成、予算管理、執行管理、歳入管理、決算管理、決算統計、起債管理、電子決裁、電子審査などの自治体会計事務。行政評価、契約事務、財産管理の機能。

	庶務事務
	職員及び会計年度任用職員の休暇申請及び承認、時間外勤務の申請及び承認、休職情報の管理、出張情報の管理など職員の庶務に関連する業務全般、及び人事給与システムと連携した、職員の給与等に関する管理。

	人事給与
	職員及び会計年度任用職員の基本的な人事情報の管理から、給与計算、昇給昇格管理、人事異動管理、共済管理、年末調整、予算管理等、人事給与に関連する業務全般。

	＜システム全般の留意点＞
・各システムの決裁（文書、財務等の起案文書の決裁のこと。休暇等の申請・承認機能は除く）は、一元化することを前提としているため、システム間で決裁データの連携が可能であること。
・概要に示す機能が表題のシステム名に含まれない別のシステムである場合、その旨を明記すること。


<その他情報提供依頼事項>
上記の各システムにおいて、グループウェア製品の種類を問わず、グループウェアのポータル画面からシステムへアクセス（ログイン）できるようにする機能・仕組み。
・一般文書の作成管理などの内部事務の効率化に関するAIを使った便利ツールなど
・各システム間のデータ連携、データ共有、およびユーザ管理を効率化する機能・仕組み（ID統合等）。
・その他、システム全体の効率化や機能向上に寄与する仕組みなど。

３．前提条件
以下の事項を前提条件として情報提供をお願いします。
1 システムの形態は、クラウド（LGWAN-ASP又は独自で構築するASP）、オンプレミスいずれでも可。 
2 ユーザ数（職員数）及び端末数は900台を想定していること。
3 以下の既存のLGWAN接続系ネットワークで利用できること。
・庁内ネットワーク：100Mbps
④　現行システムからのデータ移行は以下を想定している。　
　　　現行ベンダ：株式会社オーイーシー
　　　システム名：ｅＧモデル
　　※本RFIにおける総容量は現時点の情報であり、本調達時には変更となる場合があります。
⑤　使用中のグループウェア　石川コンピューター・センター　COUS


４．情報提供依頼事項
以下の事項について情報提供をお願いします。
提供いただく資料は既存のもので構いませんが、市がイメージするシステムに応じて整理をお願いします。見積については、事業費の規模を計るためのものです。今後、仕様書検討の段階で改めて詳細について見積を依頼する予定です。
①　（様式1）事業者概要※既存の会社紹介パンフレットもあれば添付してください。
②　（様式２）各システムの地方公共団体への導入実績
・システム毎の現在稼働中の総団体数および、本市と同等規模の実績を3団体ほどご記載ください。
・実績には連携先ベンダ、連携先システム、連携内容、連携費用をご記載ください。
③　各システムの全体概要（機能・構成・運用支援等）
・システムの基本機能、UI、他システム連携、電子決裁機能、今後検討している追加機能（AI等新技術を用い
た機能など）。
　　　・各システムで出力できる帳票の一覧。
・推奨する端末スペック、推奨ブラウザ、機器構成および、データセンターの情報が分かる資料。
　　　・システム稼働にあたっての研修及び、システム稼働後の支援内容が分かる資料。
④　（様式３）機能確認一覧
・様式３の該当システムの各項目について機能の有無、及び必要に応じて備考を記載してください。
※現行システムの機能を基準として機能有無を確認することを目的としています。
※新システム調達時の仕様とは異なることがあります。
・貴社提供システムの機能要件一覧についても別途、提供をお願いします。
・提供システムの機能一覧と（様式３）機能確認一覧の比較ができる情報提供をお願いします。
⑤　必要構築期間（様式自由）
・システムごとに、できれば大まかな作業工程に分けてトータルの構築期間がわかるように示してください。
・統合パッケージとして提案する場合は、全システムを同時進行で構築した場合に必要となる総期間がわかるように明示してください。
⑥　（様式４）概算費用見積ひな型（構築費用及び運用開始後５年間の運用保守費用）
⑦　既存システムからのデータ移行費用（様式自由）
・現行のデータは市から提供し、変換・取り込みは新システムを構築する事業者が実施すること。なお、取り込
　みデータに不足が生じる場合は、市が情報提供し、その変換・取り込みは事業者側で実施すること。
・現行システムはAPPLIC-0001-2019以前に登録されており、2019年以降は登録されていない。そのため、
データの提供は2019年以前の登録形式で行う。
⑧　デモ（試行利用）環境の提供（様式自由）
　　・デモの可否を示してください。デモが可能な場合、利用可能期間・利用条件等を記載してください。



５．市から提供する様式
①　（様式1）事業者概要
②　（様式2）各システムの地方公共団体への導入実績
③　（様式３）機能確認一覧
④　（様式４）概算費用見積ひな型

６．提出期限及び提出方法
　（１）提出方法
書類により1部提出（郵送可）及び電子記録媒体またはメール等により電子データを「８ お問い合わせ先（資料の提出先）」へご提出ください。

　（２）提出期限
　令和8年11月13日（金）午後５時まで　※郵送の場合は期限までに着くようにお願いします。

　（３）提供内容に質問等がある場合はこちらからご連絡させていただくことがあります。

７． 情報等の取り扱い 
本情報提供依頼において提供を受けた情報、資料は以下のとおり取り扱います。 
1 本情報提供依頼は、市が内部事務システム導入に関する実現性を確認するための技術や予算規模について、広く情報を得るための手段としたものです。契約を前提としたものではありませんのでご了承ください。
　　　 ただし、提供を受けた提案、資料等は、今後予定する調達の際の仕様に反映する場合があります。
2 提供いただいた情報は、市の組織内でのみ使用するものであり、提出者に断りなく第三者への配布等は行いません。 
3 本情報提供依頼に係る資料の作成及び提出等に要する費用は、提出者の負担とします。 
4 提供していただいた資料は、返却いたしません。 

８．お問い合わせ先（資料の提出先） 
東松山市役所 政策財政部 情報政策課 
担当者 恩田・渡辺
〒355-8601 
埼玉県東松山市松葉町1-1-58 
電話：0493-21-1440 
メール：jyohokanri@city.higashimatsuyama.lg.jp 
※本書に関する問い合わせは、メールで送付くださいますようお願いします。
